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〇テーマ

「会計監査人評価の現状と今後の在り方」

○研究の背景

・監査役等の課題
子会社などの不正・不祥事が増加傾向にあり、監査役等は会計監査の信頼性確保の課題に直面。

・法規制の強化
金融商品取引法、コーポレートガバナンス・コードは、監査役等と会計監査人とのコミュニ

ケーションを強調。

・監査品質の向上
監査役等は、会計監査人との連携を通じた監査品質の改善を期待。
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○研究の手順

1. スタッフ研究会による文献レビュー

日本公認会計士協会、日本監査役協会の指針を基に会計監査人の評価基準を調査。

2. アンケートの実施

協会会員会社に対しアンケートを実施し、監査役等による会計監査人評価の実態を把握。

3. インタビューの実施

上記アンケート結果の中で特徴的な取組みを行っていた会社へインタビューを行い、実務実態を把握。

4. 情報の深堀りと考察

上記1.～3.で確認できた情報を基に監査品質向上に向けた具体的な取り組みを考察。
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はじめに（序論）
監査役等と会計監査人のコミュニケーションの必要性

第１章
会計監査人評価の現状分析、今後の実務の在り方についての考察等
日本監査役協会が公表している「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する
監査役等の実務指針（最終改定2023.12.21）」で記載されている評価基準項目

（第1〜第7）ごとに会計監査人評価の現状分析や特徴的な事例紹介、加えて今後の
実務の在り方についての考察を実施

第２章
会計監査人評価の実効性向上に向けた考察
第１章の結果から会計監査人評価の実効性向上について考察を実施



はじめに（2頁）
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監査役等と会計監査人のコミュニケーションの必要性について

会社計算規則第127条 会計監査人設置会社の監査役の監査報告の内容
監査役は、計算関係書類及び会計監査報告を受領したときは、次に掲げる事項を内容とする監査報告を作成しなければならない。
二 会計監査人の監査の方法又は結果を相当でないと認めたときは、その旨及びその理由
四 会計監査人の職務の遂行が適正に実施されることを確保するための体制に関する事項

会社計算規則第131条 会計監査人の職務の遂行に関する事項
会計監査人は、当該会計監査人についての次に掲げる事項を通知しなければならない。
一 独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規程の遵守に関する事項
三 会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関するその他の事項

監査報告書（ひな型）
会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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第１節 監査法人の品質管理（３〜４頁）

〇 実務指針
１－１ 監査法人の品質管理に問題はないか。
１－２ 監査法人から、日本公認会計士協会による品質管理レビュー結果及び公認会計士・監査審査会による検査結果

を聴取した結果、問題はないか。
〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 監査法人から品質管理レビューの結果や、公認会計士・監査審査会の検査結果の説明を受領し評価。
 会社法131条に基づく通知事項と合わせて、会計監査人から報告される日本公認会計士協会の品質管理レビューや
監査審査会による検査の内容およびその対応を聴取。

＜特徴的な事例＞
 ４大法人の品質管理報告書をAIに読み込ませ、比較分析を実施。

〇 課題
 監査法人からの報告の受領による評価が大多数であり、直接的な評価を行っている企業は少ない。

【今後の実務の在り方】
監査法人の品質管理が活きたものになっているかを確認するためにも、監査役（監査役スタッフ）、取締役、経理部門、
内部監査部門のそれぞれが、期中、期末での会合や監査立ち合いなどから、実務指針の詳細項目にある事項について問
題がないか監査活動をモニタリングし、継続的に改善を促すことが将来的な品質維持に繋がる。
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第２節 監査チーム（５〜11頁）

〇 実務指針（5〜７頁）
２－１ 監査チームは独立性を保持しているか。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 監査法人が独立性に関する説明を行い、法律に基づく報告や品質に関する報告書内容を確認
 研修の受講状況やローテーション期間の遵守状況を確認。
 監査チームからの説明された内容に関連する社内情報の収集(裏付け)、非保証業務の提供に対する事前了解につ
いての説明有無や、報酬関連情報（監査報酬・非監査報酬・報酬依存度）の確認。

＜特徴的な事例＞
 会計監査人に独立性を確認するヒアリングシートを送付し、監査チームの独立性や阻害要因を確認。

〇課題
 監査法人の内部状況も含め、監査法人からの報告受領による評価が大多数であり、直接的な評価を行っている企
業は少ない。

【今後の実務の在り方】
監査法人への独立性に関するヒアリングの実施や、開示されている各種研修の受講状況の確認など、能動的・
継続的な評価への関与とモニタリングの実施が監査品質の向上につながる。
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第２節 監査チーム

〇 実務指針（7〜9頁）
２－２ 監査チームは職業的専門家として正当な注意を払い、懐疑心を保持・発揮しているか。

〇現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 監査法人から懐疑心を保持しつつ適切な監査を遂行しているかの説明を受ける。
 期中監査の実施状況や往査報告及び監査役とのコミュニケーションを通じて評価を実施。
 四半期及び期末監査の講評、子会社の講評、本社及び子会社への実査を通じて、日々の監査活動を
基に評価を実施。

〇課題
 職業的懐疑心の評価は定量化が難しく、印象による定性的な評価が主となっている。
また、監査役は監査チーム全体の懐疑心の維持状況を把握しにくい。

【今後の実務の在り方】
監査役は現場の監査チームとの接点が少なく、監査チーム全体として職業的懐疑心を保持しているかの判断
は難しいため、監査チームへのヒアリングなどコミュニケーションを図り、現場の状況を確認することも必要。
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第２節 監査チーム

〇 実務指針（9〜11頁）
２－３－１ 監査チームは会社の事業内容を理解した適切なメンバーにより構成されているか。
２－３－２ 監査チームはリスクを勘案した監査計画を策定し、実施しているか。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 メンバーの職位・工数だけでなく、日頃のコミュニケーションから事業内容や組織の特性を理解した適切な
メンバーであるか確認。

 監査チーム及び監査法人内の支援体制や、海外ネットワークファームとのコミュニケーション状況、ガバナン
ス体制の整備状況について確認。

 経理部門や内部監査部門へ定量的・定性的な評価アンケートを行い、監査計画・スケジュールの適切性、
会計監査人のローテーション状況や業務レベル、法人内のコミュニケーションや企業とのコミュニケーション
内容等を確認。

【今後の実務の在り方】
経理部門や内部監査部門に会計監査人の評価を依頼し、監査現場の状況や監査チーム全体の信頼性を確認。また、
監査発見事項の伝達遅延や現場での説明不足など、改善が必要な事項が発生した際は要望書にまとめ、監査法人に
フィードバックすることで監査の質の向上につながる。
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第３節 監査報酬等（11〜12頁）

〇 実務指針
３－１ 監査報酬（報酬単価及び監査時間を含む）の水準及び非監査報酬がある場合はその内容・水準は 適切か。
３－２ 監査の有効性と効率性に配慮されているか。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 実務指針に記載されている詳細項目や評価方法を網羅的には活用できていない。
 報酬額や増減理由について会計監査人から説明を受け妥当性を判断。
 財務部門等が会計監査人にヒアリングを行い妥当性を判断。

＜特徴的な事例＞
 売上高に対する監査報酬比率を同業他社で比較。
 日本公認会計士協会が公表している監査実施状況調査結果との比較。

〇 課題
 監査報酬の合理性判断に苦労する事例が多く、実務においては更なる踏み込んだアプローチが必要。

【今後の実務の在り方】
監査報酬の合理性評価を実現するため、業種や規模を考慮した各社固有の確認項目を設定し、形式的評価にとどまら
ない踏み込んだ視点で評価を行うべく、会計監査人や関連部門と積極的に意見交換を行う必要がある。
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第４節 監査役等とのコミュニケーション（13〜15頁）

〇 実務指針
４－１ 監査実施の責任者及び現場責任者は監査役等と有効なコミュニケーションを行っているか。
４－２ 監査役等からの質問や相談事項に対する回答は適時かつ適切か。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 実務指針の内容に則って評価、もしくはその内容に独自の項目を追加し評価。
 常勤監査役と会計監査人が参加する四半期報告などの会合や意見交換会、棚卸の立会等の際に会計監査人の対
応を確認。

＜特徴的な事例＞
 定例の会合以外にも、月次で常勤監査役との情報交換を実施。
 監査チームの実態を十分に把握するために、常勤監査役と監査チームメンバとのランチミーティングを実施。

〇 課題
 会計監査人とのコミュニケーションは定型的に成りがちであるため、意見交換や、三様監査協議会等の会合の際に監
査役側からの発信を充実させ、コミュニケーションを活性化させる必要がある。

【今後の実務の在り方】
定例会議以外にもランチミーティングなどのコミュニケーションの機会を設定し、監査役等と監査チームの人柄や職場環境を
双方で認識することで忌憚のない意見を出し合えるようになることが期待できる。また、常勤監査役だけではなく、社外監
査役とも会計監査人がコミュニケーションを図ることができる機会を設けることも一案。
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第５節 経営者等との関係

〇 実務指針
５－１ 監査実施の責任者及び現場責任者は経営者や内部監査部門等と有効なコミュニケーションを行っているか。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 半期や期末での経営者確認書の確認を通じて、経営者との間の重要な見解の相違の有無や経営者から 適時適切
な情報共有が実施されているか確認。

 三様監査会議で会計監査人、内部監査部門、監査役等が一堂に会した情報交換を実施。
＜特徴的な事例＞
 会計監査人による経営者ヒアリングに監査役等が同席。
 会計監査人から経営者との面談についての報告。

〇 課題
 監査役等による経営者確認書の草案作成プロセスへの関与については、アンケート結果では企業ごとに一定のばらつ
きがみられた。

【今後の実務の在り方】
会計監査人と経営者とのコミュニケーションの内容やプロセスを的確に把握するために、面談への立会など監査役側が
積極的に関わっていくことが必要。



第１章 会計監査人評価の現状分析と考察

13

第６節 グループ監査（18〜19頁）

〇 実務指針
６－１ 海外のネットワーク・ファームの監査人又はその他の監査人がいる場合、企業にとって特に海外における不正リスクの重

要性が高まっていることに鑑み、十分なコミュニケーションが取られているか。
〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 実務指針にある評価方法を念頭に、各社が重視する項目に重点を置いてグループ監査人及び現地監査人、並びに
経理部門・内部監査部門からのヒアリング等を通じて評価を実施。

＜特徴的な事例＞
 本社監査人と現地監査人との意思疎通が図られているか、情報伝達の体制が十分であるか確認。
 海外子会社往査の際に現地監査人にヒアリング。制度変更点や監査課題を聴取する中で、現地子会社やグループ
（本社）監査人とのコミュニケーションに問題がないか確認。

〇 課題
 親会社監査人、子会社監査人、親会社、子会社の４者間コミュニケーションの構築。

【今後の実務の在り方】
虚偽表示リスクや不正リスクが速やかに伝達される体制が必要であり、子会社往査時には、子会社、親会社
監査人それぞれとのコミュニケーションに問題がないかを確認することが重要。
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第７節 不正リスク（20〜22頁）

〇 実務指針
７－１ 監査法人の品質管理体制において不正リスクに十分な考慮がなされているか。
７－２ 監査チームは監査計画策定に際し、会社の事業内容や管理体制等を勘案して不正リスクを適切に評価し、当該監

査計画が適切に実行されているか。
７－３ 不正の兆候に対する対応が適切に行われているか。

〇 現状分析
＜回答の多かった取り組み＞
 「監査品質に関する報告書」や会計監査人からの監査計画説明時に不正リスクの評価を確認。

＜特徴的な事例＞
 監査計画策定時には、会社規模、業容、経済環境、事業環境の変化など不正リスクの要因となり得る事項について意
見交換を定期的に実施。

〇 課題
 監査法人における不正リスクの評価という極めて重要な項目であるにも関わらず、その実態把握を会計監査人からの
報告に依存している状況が認められる。

【今後の実務の在り方】
監査チームの評価と重複する項目ではあるが、監査の各段階で不正リスクの要因の有無について意見交換することが重要
であり、不正の兆候に対する迅速な対応のためにも平時からのコミュニケーションが重要である。
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【研究の目的】
会計監査人との関係を振り返ると、1974年の商法改正により職業的専門家である会計監査人による監査制度が設
けられたことから始まり、2015年の会社法改正により、監査役と会計監査人の連携のあり方が具体化・規定化された。
しかし、監査役等による会計監査人の評価実務が実効性を有しているのか、単なる形式的な手続きに終始してい
るのではないか、さらには実務運用が十分に追従していない可能性が否定できないとの懸念が残存している。
【研究の手順】
会計監査人評価の実務を調査し、各社の取組みや課題認識を通じて、今後の実務のあり方を考察
スタッフ研究会による文献レビュー 会計監査実務のアンケート 好事例会社へのインタビュー

関西支部研究会での意見交換 情報の深堀りと考察

【現状の課題】
多くの企業は会計監査人の説明や報告を基に、その内容が監査役等の理解と認識と一致しているかを確認して
いる。
このプロセスにおいて、監査役スタッフは監査役等の理解と認識に広がりと深みを与えるため情報収集に努めてい
るが、比較対象のない「形式的な評価」に陥る可能性がある。
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【今後の実務のあり方】

一部の企業は海外のローテーション制度を参考として、会計監査人の継続年数に上限を設定することにより複数の
会計監査人を比較検討する体制を模索しています。
例えば、〇年目と〇年目に入札を行い、次年度の会計監査人を選定する制度である。
複数の監査法人を比較検討でき、厳格な評価が可能となる。

しかし、ローテーションの導入には社内調整も必要であり、容易に導入できるものではない。
そのため、複数の監査法人から提案書*を取得する方法もある。
各監査法人からの提案書の監査品質やその内容を比較し、会計監査人の特徴を理解することで「相対的な評価」
が可能となる。
さらに、入札制度の構築や提案書等の取得すること以外にも、非保証業務を他の監査法人に委託することにより、
他の監査法人との関わりを持ち、評価の比較対象を得ることで、実効性の向上につながると考える。
* RFI: Request For Information（情報提供依頼）、RFP: Request For Proposal（提案依頼）


